
限りある資源を有効活用し、将来の世代に引き継ぐべき環境へ配慮します。

第４章　持続可能な循環型社会づくり

　群馬県では、循環型社会づくりを県民、事業者、

行政が協力して進めていくために、具体的な目標

などを掲げた「群馬県循環型社会づくり推進計画」

を平成23年３月に策定しました。

　この計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

（昭和45年法律第137号）に基づき、廃棄物の減量そ

の他その適正処理に関する事項を定めた法定計画で

す。また、県が進める循環型社会づくりにあたって

の基本的事項を定めたものとなっています。

　県では、この計画に基づき、平成23年度からご

みの減量化やリサイクル率の向上を推進し、循環

型社会の形成を目指しています。

　◇計画期間平成23年度～27年度（５年間）

　◇県が目指す循環型社会の姿

　およそ10年後の目指す循環型社会の姿を次のと

おり、イメージしています。

・県民一人一人が、高い環境意識を持ち、限りある資源を無駄にしないように、まず

廃棄物の排出が抑制されています。次に不用になった物品は、すぐに廃棄せず、リ

ユース品として活用されています。最終的に廃棄するときは、リサイクルが行われ

るよう適切に分別されています。

・事業者においては、環境に対する社会的責任の高まりから、環境に配慮した事業活

動が積極的に行われています。また、リサイクルしやすい製品作りや物を長期間使

用するための修理体制の整備、ごみの排出量ゼロの取組などが行われています。

・環境保全上の支障が生じないよう廃棄物が適正に処理され、県民の安全、安心な暮

らしが保たれています。

・家畜排せつ物や生ごみ等のバイオマスから作られた肥飼料等を利用して生産された

農畜産物等が地域内で消費されるなど、バイオマスが幅広く活用されています。

・消費者の環境意識の高まりや、リサイクル及び廃棄物処理に関する技術開発の進展に

より、新たな事業者の参入が見られ、リサイクル関連産業の市場が拡大されています。

・県及び市町村、県民、事業者、NPO等の各主体がパートナーシップを築き、県内各

地域の特性に応じた取り組みが推進され、循環型社会づくりが実践されています。

  第１節　3Rの推進

第１項　ごみの発生抑制

１　　群馬県循環型社会づくり推進計画の推進

持
続
可
能
な
循
環

型
社
会
づ
く
り　

　住宅のストックが量的に充足し、環境問題や資

源・エネルギー問題がますます深刻化する中で、こ

れまでの「住宅を作っては壊す」社会から、「いいも

のを作って、きちんと手入れして、長く大切に使う」

社会へ移行することが重要となっています。

　住宅の長期使用により、解体や除去に伴う廃棄

物の排出を抑制するとともに、建て替え費用の削

減によって県民の住宅に対する負担を軽減し、よ

り豊かでやさしい暮らしへの転換を図るため、長

期優良住宅等の良質な住宅の供給、適正な維持管

理の推進及びリフォームの促進等を図り、住宅を

長く大切に使う社会の実現を目指します。

　県では平成24年３月に策定した「群馬県住宅マ

スタープラン（2011）（群馬県住生活基本計画）」

２　　住宅の長寿命化の促進

第２部　ぐんまの環境
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において、以下の２点の目標を掲げ施策を実施し

ています。

①住宅リフォームの実施率（リフォーム実施戸数

の住宅ストック戸数に対する割合）

　平成16～20年平均：3.7％→平成32年：６％

②滅失住宅の平均築後年数

　平成20年度：24.5年→平成32年度：約40年

　また、平成24年４月に設立した群馬県空き家活

用・住みかえ支援協議会を活用し、良質な既存住

宅の資産価値が適正に評価され、その流通が円滑

に行われるとともに、県民の居住ニーズと住宅の

ミスマッチが解消される循環型住宅市場の実現を

目指します。

　さらに、「ぐんま住まいの相談センター」及び

「群馬県ゆとりある住生活推進協議会」等を活用し、

リフォーム市場に関する情報不足等による消費者

の不安解消を図ります。

（1）3R推進に向けた体制づくり

ア　ぐんま3R推進会議

　「群馬県循環型社会づくり推進計画」に基づき、

3R推進に向けた取り組みについて、市町村、関

係団体等が協力して協議、推進を図るため、こ

の会議の趣旨に賛同し、協力する意志を示した

市町村と、関係団体によって構成されています。

　・７月11日　第１回ぐんま3R推進会議

　　　　　　　今年度の取組について

　　　　　　　先進的取組をしている前橋市との

連携ほか

　・11月25日　第２回ぐんま3R推進会議

　　　　　　　前橋リユース宝市についてほか

　・２月27日　第３回ぐんま3R推進会議

　　　　　　　リユース食器についてほか

イ　市町村等3R担当者研修会（１月29日）

ａ　講演会

　「みんなで取り組むまちづくり～上勝町ゴ

ミゼロへの挑戦」

・講師　NPO法人ゼロ・ウェイストアカデミー

　　　　事務局長　藤井　園苗

ｂ　３Ｒの取組に係る先進市町村の事例発表

・講師　京都市環境政策局循環型社会推進部

　　　　企画課担当課長　堀　寛明

・参加人数　県内市町村及び一部事務組合の担

当者50名

（2）ぐんま循環型社会づくりフォーラムの開催

（３月18日）

①基調講演：「3Rで広げる環境のまちづくり」

講師：崎田裕子

　　（ジャーナリスト・環境カウンセラー）

②ごみ削減事例発表会

・前橋市のごみ減量策（前橋市環境部ごみ減量課）

・高崎市の“資源循環型社会構築”に関わる業

務受託について（株式会社NTT東日本－群馬）

　参加人数　約100名

（3）３リーダーの派遣について

・3Rリーダーは、県内で積極的に3R活動（リデ

ュース、リユース、リサイクルの推進）に取

り組み、3Rについての知識やノウハウを持っ

た3Rの推進者です。

・地域や職場、学校等で実施される3Rに関する

学習会に3Rリーダーを派遣しました。

（4）「ECOBOOKぐんまのごみの減らしかた」（事業者

向けパンフレット）の配布

　事業者を対象とした普及啓発冊子の配布事業を

継続して行いました。

（5）ぐんま3R宣言のサイト開設（群馬環境情報

サイト内）

　県民一人一人が身近なところから3Rに取り組

んでもらえるよう、インターネットを活用した普

及啓発を図りました。

　3R宣言のサイトから、継続して取り組むこと

ができる3Rの行動を宣言していただき、日頃か

ら3Rの活動を意識してもらえるように、名前入

りの宣言書を印刷できる仕組みです。

【１人１日当たりの排出量】

　平成24年度の本県における１人１日当たりの一

般廃棄物排出量は1,059gで、前年度の1,076gか

ら17g減少しました。

　近年は平成18年度から減少傾向にありますが、全

国平均値の963gに比べて96g多くなっています。

３　　循環型社会づくり支援
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図2－4－1－1　１人１日当たりのごみ排出量の推移

図2－4－1－2　リサイクル率の推移
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【リサイクル率】

　平成24年度の本県におけるリサイクル率は15．

3％で、前年度に比べて0.4ポイント増加し、平成

23年度に続き上昇しました（図2－4－1－2）。

　全国と比較すると、平成24年度で全国の20.4％

と比べ5.1ポイント低くなっています。

第２部　ぐんまの環境
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（1）容器包装リサイクル

　容器包装廃棄物は家庭から排出されるごみの

うち容積比で約60％を占めると推定され、その

中にはリサイクル可能な資源が多く含まれてい

ます。

　これら廃棄物を適正処理し、資源の有効利用を

図るため、平成９年４月から「容器包装リサイク

ル法」が施行されました。

　当初は７品目でスタートし、平成12年４月に

「段ボール」、「その他プラスチック製容器包装」（以

下「その他プラスチック」）、「その他紙製容器包

装」（以下「その他紙」）が加わり全10品目で完全

施行となりました。

　この制度は、消費者・市町村・事業者のそれぞ

れが責任を分担する仕組みになっています。

　●　消費者…分別排出を行う

　●　市町村…分別収集を行う

　●　事業者…容器包装廃棄物の再商品化を行う

　対象品目別に分別収集実施市町村数を見ると、

「その他プラスチック」、「白色トレイ」、「その他紙」

について実施している市町村は少ないですが、「ス

チール缶」、「アルミ缶」、「茶色ガラス」については、

全ての市町村で実施されており、その他の品目に

ついてもほとんどの市町村で実施されています。

　分別収集実績量を見ると、すべての品目につい

て、横ばいか減少傾向でした。

　また、県では、平成25年８月に「第７期群馬県

容器包装廃棄物分別収集促進計画」を策定しまし

た。この計画に基づき、市町村と協力して容器包

装廃棄物の分別収集の一層の促進を図ることとし

ています。

１　　各種リサイクル法（容器包装、家電、建設、自動車）の適切な運用と促進

第２項　再利用・再生利用の促進

図2－4－1－3　容器包装リサイクル法に基づく分別収集実施市町村の状況（品目別） 単位（％）
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図2－4－1－4　市町村の容器包装廃棄物分別収集量（品目別） 単位（トン）
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（2）家電リサイクル

　平成13年4月から施行された家電リサイクル法

は、当初はエアコン、ブラウン管テレビ、冷蔵庫・

冷凍庫、洗濯機の家電4品目を対象とし、平成21

年4月からは液晶テレビ、プラズマテレビ、衣類

乾燥機が新たに対象機器に追加されました。

　これにより、更なるリサイクルの推進が期待され、

廃棄物の減量と資源の有効利用が図られています。

　この法律の特徴は、消費者、小売業者、製造業

者等のそれぞれに役割が定められていることで

す。

●消費者…小売業者への引渡し

　　　　　及びリサイクル料金等の負担

●小売業者…消費者からの引取り

　　　　　　及び製造業者等への引渡し

●製造業者等…使用済み家電製品の引取り

　　　　　　　及びリサイクルの実施

　法施行後、廃家電製品の収集やリサイクルは概

ね順調に推移しており、平成25年度の県内の指定

引取場所（6箇所）における引取台数は約23万台

でした。

　しかし、一方で、廃家電製品の不法投棄も問題

となっています。市町村では未然防止対策として、

条例の制定や郵便局との不法投棄発見通報協定、

パトロール等が行われています。県でも不法投棄

パトロールや消費者へラジオ等による普及啓発を

実施しました。特に廃テレビのアナログ放送終了

に伴う多量排出は平成23年度から一段落したと思

われます。

（3）建設リサイクル

ア　法律制定の背景

　建設廃棄物は全国で年間約8千万t排出され

ており、これは家庭ごみの約1.5倍の量に相当

します。これらのごみ処理をめぐって不法投棄

や最終処分場の不足など、様々な社会問題が発

生しています。

　建設廃棄物は最終処分量の約4割を占めてい

ることから、そのリサイクルへの取組が社会環

境にとって重要な課題となっています。

　このため、建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法）が平成14年

5月30日から施行されました。

エアコン

ブラウン管
テレビ、液
晶・プラズ
マテレビ

冷蔵庫・
冷凍庫

洗濯機、
衣類乾燥機

51,700台 46,400台 59,200台 69,600台

表2－4－1－1　群馬県の指定引取場所での引取台数（H25）
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イ　法律の概要

　この法律は３つの柱から成り立っています。

　①　分別解体及び再資源化の義務付け)

　②　分別解体及び再資源化の実施のための措置

　③　解体工事業の登録制度の創設

ウ　工事現場の一斉パトロール

　法の実効性を確保するため、毎年2回（5月

･10月）県内一斉パトロールを実施しています。

表2－4－1－2　平成25年度　工事現場一斉パトロール調査件数

建　築　物 その他
工作物解体 新築・増築 リフォーム

５月 155 5 0 12

10月 86 1 0 9

エ　建設リサイクルの推進

　平成20年度の建設副産物再資源化率は、既に

平成27年度目標値を達成していますが、依然と

して再資源化率が低い品目が残っており、これ

らについて重点的に具体的施策を実施していく

必要があります。

　有効利用率が低い建設発生土については、平

成23年度からストックヤード整備への取組を始

めました。

　関係者の意識向上と連携強化を図り、高いリ

サイクル水準を確保維持できるように、引き続

き取組を行います。

（4）自動車リサイクル

ア　自動車リサイクル法によるリサイクルの推進

　自動車の処理で発生する廃棄物の減量化や不

法投棄の防止、更にカーエアコンのフロンガス

の適正処理などの各種の課題に対し、自動車の

リサイクルを推進する目的で平成17年1月1日自

動車リサイクル法が本格施行されました。

　県では自動車のリサイクルを実施するうえで

自動車リサイクル法に基づき、次の役割を担う

こととなった事業者を登録、許可することで事

業者指導を適正に進めています。

a　引取業者

　自動車の最終所有者からの使用済自動車

（リサイクルをする自動車）の引取り、リサイ

表2－4－1－3　群馬県における建設廃棄物の品目別再資源化率

対象品目 平成12年度実績 平成17年度実績 平成20年度実績 平成27年度目標※

再資源化率

アスファルト･コンク
リート塊

99.3% 98.4% 99.9% 99％以上

コンクリート塊 99.2% 99.5% 99.2% 99％以上

建設発生木材 19.8% 66.2% 81.2% 81%

再資源化・縮
減率

建設発生木材 82.3% 92.8% 91.9% 96%以上

建設汚泥 23.2% 36.2% 99.6% 85%

建設混合廃棄物 7万7千t 2万9千t 3万t
平成17年度排出量
に対して40％削減

建設廃棄物全体 87.3% 92.1% 96.6% 94%

有効利用率 建設発生土 80.7% 84.8% 77.0% 92%

※「建設リサイクル推進計画2008（関東地域版）」より

発注者
（届出書の作成）

都道府県知事

受注者元請事業者
（届出内容の
計画作成）

下請事業者

元請事業者
（再資源化等
の完了確認）

① 説明

② 事前届出

③ 告知

変更命令

⑤書面による報告

助言、勧告
命令

契約

契約

・分別解体再資源
化実施
・技術管理者によ
る施工管理
・現場における標
識の掲示

④

図2－4－1－5　分解解体･再試源化の発注から実施への

流れ
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クル料金の徴収（リサイクル料金は公益財団

法人自動車リサイクル促進センターで管理）

b　フロン類回収業者

　使用済自動車のエアコンからのフロンガス

の回収・メーカー等への引渡し（フロンガス

はメーカー等の責任で適正処理）

c　解体業者

　使用済自動車をリサイクル基準に従って解体、

エアバッグ類の回収及びメーカー等への引渡し

（エアバッグ類はメーカー等で適正処理）

d　破砕業者

　解体された自動車をリサイクル基準に従っ

て、破砕、シュレッダーダスト（自動車の破

砕残さ）のメーカー等への引渡し（自動車の

破砕残さはメーカー等の責任で適正処理）

イ　県内の自動車リサイクルの状況

　平成23年度から県と中核市2市それぞれが自

動車リサイクル法を所管し、事業者指導にあた

っている。

表2－4－1－4　使用済自動車の引取台数

（括弧内は本県所管事業者における引取台数（内数）

23年度 24年度 25年度

65,330
（41,877）

75,852
（49,260）

77,887
（51,874）

表2－4－1－5　登録事業者数

（括弧内は本県所管の事業者数（内数）、各年度末時）

年度 23年度 24年度 25年度

引取業者
1,095
（778）

852
（614）

812
（588）

フロン※ 237（160） 205（143） 204（143）

※フロンはフロン類回収業者のこと

表2－4－1－6　許可事業者数

（括弧内は本県所管の事業者数（内数）、各年度末時）

年度 23年度 24年度 25年度

解体業者 162（110） 162（111） 157（110）

破砕業者 24（17） 23（16） 23（16）

ウ　県の取組

ａ　計画的な事業者指導の実施

　登録業者又は許可業者に対して、適正なリ

サイクルを推進するため、法で定められた行

為義務（リサイクルに必要な作業上の規則）

の実施状況や施設基準の遵守状況を確認する

ため、立入検査計画を策定し、計画的に検査

を実施しました。それと同時に登録や許可を

取得せずに営業する無登録・無許可業者への

監視指導を行いました。

表2－4－1－7　平成25年度立入実績（延べ数）

登録、許可事業者 140

無登録、無許可業者 8

　ｂ　制度の普及啓発の実施

　リサイクルを推進する上では自動車のユー

ザーである県民や自動車に関連する事業者は

制度を正く理解し、それぞれ協力していくこ

とが必要です。そこで、県では新聞のお知ら

せ欄や県のホームページを利用して、自動車

リサイクル法の制度について普及啓発を行い

ました。　

（1）農業用廃資材の適正処理と有効利用の推進

　農業生産に伴って排出される使用済みのプラス

チック等の廃資材は、排出者である農業者の責任

で適正に処理する必要があります。

　しかし、各農家から排出される農業用廃資材は

少量であり、適正かつ効率的な農業用廃資材処理

の体制を整える必要があります。

　また、廃資材について、可能な限り再資源化を

図ることにより、資源循環型社会の構築に寄与す

るとともに、農村環境の保全を図ります。

ア　農業用廃資材の処理方法

　農業用使用済プラスチック類の処理は、リサ

イクルを基本とし、下記の方法による処理を推

進しています。

　①廃塩化ビニールの場合、マテリアルリサイク

ル（再生原料に加工後、フィルム、肥料袋等

に再生）及びフィードストックリサイクル

（塩酸化と高炉原料化）

　②廃ポリエチレンの場合、サーマルリサイクル

（火力発電の代替燃料、セメント還元剤等）

及びマテリアルリサイクル（再生原料に加工

後、フィルム、肥料袋等に再生）

２　　廃プラスチックをはじめとする農業用廃資材の適正処理と有効利用の推進
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（2）地域協議会

　農業用廃資材の再生処理の推進や適正処理の啓

発を行うとともに、農業用使用済プラスチック類

など農業用廃資材の回収体制を整備するため、地

域協議会を設立し活動しています。

　平成25年度現在、群馬県内に22協議会が設立さ

れ、活動しています。

（3）処理に対する助成

　平成25年度から、放射性物質の影響を受けた農

業用廃資材の処理を行う場合に、県費補助を行っ

ています。（処理費の1/4以内）

　また、地域協議会が行う農業用廃資材の適正処

理活動に係る経費の一部補助を行っています。

（50,000円を限度に経費の1/2以内）

（4）処理実績

　放射性物質の影響を受けた農業用廃資材は大幅

に減少しており、県補助事業を活用した平成25年

度の処理実績は、塩化ビニール23tとなっていま

す。

（1）食品リサイクル法

　平成13年５月に施行された食品循環資源の再生

利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）

では、食品製造等で生じる加工残さ、売れ残りや

食べ残し等の「発生抑制」を行い、発生した食品

廃棄物等については、飼料や肥料として「再生利

用」に取り組む事で、廃棄処分を減らすとともに、

環境負荷の少ない循環型社会の構築を目指してい

ます。

　平成24年４月からは食品関連事業者を16の業種

に設定し、各業種ごとに食品廃棄物等の発生量の

目標値を設定しました。

　これを契機にフードチェーン全体における「発

生抑制」の取組の更なる推進が期待されています。

（2）食品リサイクルの推進

　食品廃棄物の再生利用を促進していくために、

国は地域における食品廃棄物等のリサイクルの実

践、リサイクル技術の普及等の取組に対しての支

援を行うほか、年間100トン以上の食品廃棄物を

発生させている食品関連事業者に対しては定期報

告義務を設け、再生利用等の取組を確保するため

その把握に努めています。

　また県では、企業に対して認定制度や補助制度

の紹介を行うなど国と連携して、食品リサイクル

の普及促進を図っています。

　資源を有効に活用し循環を基調とした社会を構

築するためには、環境への負荷が少ないものを意

識して購入する、いわゆる「グリーン購入」を推

進し、需要面から環境物品等の市場拡大を促進す

ることが必要です。

　そのため、平成12年度に「国等による環境物品

等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入

法）」が制定され、国や地方公共団体は、率先し

て環境物品等の調達に努める旨が規定されまし

た。

　県では、平成13年6月に「循環型社会県庁行動

プラン－エコDo！－」を策定し、県庁の行政事務

に必要な物品等の購入にあたって、グリーン購入

達成率100％を目標に取り組んできました。平成

23年度に策定した「地球温暖化防止実行計画（事

務事業編）」においても、引き続きグリーン購入

100％を目標に取り組んでいます。

　平成25年度のグリーン購入実績については、表

2－4－1－8のとおりです。

　外注印刷物及びその他繊維製品はグリーン購入

基準を満たす製品がなかった、またグリーン購入

対象製品は高価なため購入するのが困難であると

いった理由により、購入実績が低くなっています。

　グリーン購入について更に周知を図るとともに、

より環境に配慮されたものを選択していくことが、

今後の課題となります。

３　　食品リサイクルの推進

４　　グリーン購入の推進
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表2－4－1－8　特定品目におけるグリーン購入実績

品　　　　　目 単位
平成25年度購入

実績（％）
（B/A）

総購入量（A） 基準を満たす購入量（B）

紙　類（コピー用紙） (枚) 101,458,139 99,711,237 98.3%

事務用品類 (円) 41,321,524 38,009,281 92.0%

外注印刷物 (円) 70,956,846 55,531,633 78.3%

家具機器類 (台) 1,736 1,715 98.8%

ＯＡ機器 (台) 37,149 35,956 96.8%

家電製品等 (台) 52 49 94.2%

照　明 (台) 3,966 3,366 84.9%

自動車（関連機器含） (台) 187 148 79.1%

消火器 (台) 581 567 97.6%

制服・作業服 (着) 7,995 7,813 97.7%

インテリア・寝装寝具 (枚) 155 143 92.3%

作業用手袋 (組) 14,029 12,899 91.9%

役務 (個) 9,592 9,592 100.0%

その他繊維製品 (個) 1,695 193 11.4%

防災装備品 (個) 522 424 81.2%

携帯電話 (台) 4 3 75.0%

設備 (台) 23 3 13.0%

　「リユース宝市」は、不用品が新しい持ち主の手に渡る「リユ

ース」の普及を図るため、家庭に眠る“使えるけど使わない品物”

を収集・持参し、集まったものを無料で提供・交換するイベント

です（主催：前橋市　共催：群馬県）。

　「私にとっては不用でも、誰かにとっては宝物」をテーマに、平

成25年12月21日（土）にグリーンドーム前橋にて開催しました。

１　来場者数　約800人

　 （内リユース品持参者約600人、アンケート回答者467人）

２　リユースの状況  

　（1）リユース品の収集量　　4,970㎏（推計）

　（2）内、持ち帰られた量　　3,915㎏（推計）　※リユース実績78.8％  

≪参考≫　800人の来場者が１人約５㎏のリユース品を持ち帰った計算  

　イベント終了時点で会場内に残った1,055㎏（全体の21.2％）についても、再資源化を進めました。

前橋市リユースモデル事業「リユース宝市」コラム
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　県では環境産業の振興と県事業の環境配慮を促

進するため、県内中小企業が開発した循環型社会

づくりや環境保全に資する技術や製品を募集し、

広報するとともに、県単独公共事業に採用してい

ます。

　平成25年度は、応募のあった技術や製品の中か

ら竹・木質資源と下水汚泥を利用する植生マット、

竹・木質資源と下水汚泥を利用する植生基材吹付

工、織物残糸を有効活用するコンクリート等吹付

け混入材、コンクリートを全く使用しない石積工

法による魚道付床固工を県単独公共事業に採用し

ました（4課5事業）。

　平成26年度も引き続き、環境新技術・新製品

の募集を行い、結果を県ホームページで公表す

るとともに、県単独公共事業に設けられた

53,500千円の環境枠予算により、積極的な採用

を図ります。

・コンクリートを全く使用しない石積工法による

魚道付床固工

１　　環境新技術の導入促進

第３項　リサイクル関連産業の振興

（工事着工前）

（工事完成後）
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